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参考 



 

本省 戦略的情報通信研究開発推進制度 1,350 0.4% ○

情報通信分野における基礎研究推進制度 1,120 0.3% ○
ギガビットネットワーク利活用研究開発制度 200 0.1% ○
新たな通信・放送事業分野開拓のための先進
的技術開発支援 425 0.1% －

  民間基盤技術研究促進制度 10,700 3.1% ○
本省
日本学術振興会 科学研究費補助金 170,300 49.0% △

科学技術振興事業団 戦略的創造研究推進事業 42,689 12.3% ＊
本省 科学技術振興調整費 36,500 10.5% △
本省 産学官連携イノベーション創出事業 7,100 2.0% ○
日本学術振興会 未来開拓学術研究推進事業 9,000 2.6% －
本省 厚生科学研究費補助金 39,284 11.3% △
医薬品副作用被害救
済・研究振興調査機構 基礎研究推進事業出資金 9,762 2.8% －

新技術・新分野創出のための基礎研究推進
事業 4,166 1.2% ○

新事業創出研究開発事業 1,687 0.5% －

本省 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 560 0.2% －

本省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 1,808 0.5% ○

経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 産業技術研究助成事業 5,280 1.5% ○

運輸施設整備事業団 運輸分野における基礎的研究推進制度 392 0.1% △

本省 建設技術研究開発助成制度 240 0.1% ○

本省 地球環境研究総合推進費 2,895 0.8% △

本省 環境技術開発等推進費 765 0.2% ○

本省 廃棄物処理等科学研究費補助金 1,050 0.3% ○

347,274 100.0% -

生物系特定産業技術研
究推進機構

文部科学省

比率

厚生労働省

担当機関 制　　　　度　　　　名
平成14年度
政府予算案
（百万円）

総務省
通信・放送機構

合  計合  計合  計合  計

省庁名

農林水産省

国土交通省

環　境　省

平成14年度
間接経費の
導　入

日本の競争的資金制度一覧 

１ 

総務省 文部科学省 厚生労働省 農林水産省 経済産業省 国土交通省 環　境　省
4.0% 76.5% 14.1% 2.4% 1.5% 0.2% 1.4%

○：30％で導入
△：一部プログラムで導入、または30％未満で導入
－：未導入
＊：基本的にはＪＳＴが直接執行し、研究をサポート

（平成１４年度予算ベース） 

《第２回資料１》



競争的資金の配分機関による分類 
 

１． 本省が資金配分している制度 

以下の１０制度があり、これらで競争的資金予算の２６％を占

める。 

○総務省   戦略的情報通信研究開発推進制度（0.4％） 

○文部科学省 科学技術振興調整費（10.5％） 

産学官連携イノベーション創出事業（2.0％） 

○厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金（11．3％） 

○農林水産省 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業（0.2％） 

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業（0.5％） 

○国土交通省 建設技術研究開発助成制度（0.1％） 

○環境省   地球環境研究総合推進費（0.8％） 

環境技術開発等推進費（0.2％） 

廃棄物処理等科学研究費補助金（0.3％） 
 

２． 本省および特殊法人が資金配分している制度 

「科学研究費補助金」は、当該制度全体の予算のうち、約６０％

を日本学術振興会により資金配分を実施しているが、特別推進研

究等は文部科学省本省により資金配分を行っている。 

 
 

 

２ 

（別紙）



３． 特殊法人が資金配分している制度 

以下の１１制度があり、これらで競争的資金予算の２５％を占

める。 

 
○通信・放送機構  

情報通信分野における基礎研究推進制度（0.3％） 

ギガビットネットワーク利活用研究開発制度（0.1％） 

新たな通信・放送事業分野開拓のための先進的技術開発支援

（0.1％） 

民間基盤技術研究促進制度（3.1％） 

○科学技術振興事業団  

戦略的創造研究推進事業（12.3％） 

○日本学術振興会  

未来開拓学術研究推進事業（0.6％） 

○医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構  

基礎研究推進事業出資金（2.8％） 

○生物系特定産業技術研究推進機構  

新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業（1.2％） 

新事業創出研究開発事業（0.5％） 

○新エネルギー・産業技術総合開発機構  

産業技術研究助成事業（1.5％） 

○運輸施設整備事業団  

運輸分野における基礎的研究推進制度（0.1％） 

３ 
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日本の競争的資金制度の概要 資料1　参考 
総務省

部局（特殊法
人）

競争的資金制度 プログラム 概要 募集対象 予算
(H14）
(百万円)

間接経費
の導入額
と状況
(H14）

応募件
数
(H13)

採択
件数
(H13)

採択率
(H13)

1件当たりの
研究費額及び
研究開発期間

①特定領域重点型研究開発 総務省が重視する特定領域に関
する先進的技術性に富む萌芽的
研究・基礎研究から応用研究・
開発研究までを幅広く推進

民間企業、大学、公的研究機
関等に所属する研究者

1年当たり上限1.5～2
千万円
（間接経費別途配
分）
3～5年間以内

②研究主体育成型研究開発 ①35才以下の若手研究者、ある
いは②産学官連携による研究共
同体、が実施する研究開発を推
進

民間企業、大学、公的研究機
関等に所属する研究者

1年当たり①上限1千
万円②上限5千万円
（間接経費別途配
分）
①原則3年間以内②5
年間以内

③国際技術獲得型研究開発 国際標準の獲得に不可欠な研究
開発を推進

民間企業、大学、公的研究機
関等に所属する研究者

1年当たり上限5千万
円
（間接経費別途配
分）
原則3年間以内

先進技術型研究開発助成 ベンチャー企業等に対し、研究
開発経費の一部を助成

ベンチャー企業等 150 無し 64 9 14% 1年当たり①一般枠
上限3千万円（助成率
2分の1）②産学連携
枠　上限4千万円（助
成率2分の1）
3年間以内

高齢者・障害者向け通信・
放送サービス充実研究開発
助成金

高齢者・障害者の利便の増進に
資する研究開発を行う者に対す
る助成

民間企業等 220 無し 25 8 32% 1年当たり①上限3千
万円（助成率2分の
1）②上限4千万円(身
体障害者支援研究開
発)（助成率2分の1）
3年間以内

国際共同研究助成 情報通信技術分野での国際共同
研究に対して研究費を助成

民間企業、大学、公的研究機
関等に所属する研究者

55 無し 9 5 56% 1年当たり上限1千万
円（研究費総額の2分
の1以内であることが
条件）
1年間以内

民間において行われる試験研究
を促進するため、当該試験研究
を政府等以外の者に委託

民間企業等 10,700 額未定有
り

（30％）

36 11 31% 特段の設定なし
5年間以内

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

1,350 額未定有り
（30％）

戦略的情報通信研究開
発推進制度

総務省・技術政策
課

民間基盤技術研究開発促進制度

先進技術型研究開発助
成

総務省
(通信・放送機構)

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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文部科学省
部局（特殊法
人）

競争的資金制度 プログラム 概要 募集対象 予算
(H14）
(百万円)

間接経費
の導入額
と状況
(H14）

応募件
数
(H13)

採択
件数
(H13)

採択率
(H13)

1件当たりの
研究費額及び
研究開発期間

科学研究費補助金 我が国の学術を振興するため、
人文・社会科学から自然科学ま
であらゆる分野における優れた
独創的・先駆的な研究を格段に
発展させることを目的とする研究
助成費

170,300 11560　一
部のプロ
グラムで
有り

90000 21000 23%

文部科学省
(日本学術振興会)

基盤研究 一人で行う研究又は複数の研究
者が協同して行う独創的・先駆的
な研究。研究費の多い方からＳ、
Ａ、Ｂ、Ｃの4種類がある。

下記の研究機関に所属する常
勤の研究者

（ア）大学等
1)

（イ）高等専門学校
（ウ）国又は地方公共団体の設

置する研究所等
2)

81,200 有り
(基盤(S)
及び(A))

51496 9466 18% 総額1億円程度まで（1
～5年）。Ｓ：5000万～1
億円、Ａ：2000万～
5000万円、Ｂ：500万～
2000万円、Ｃ：500万円
以下

萌芽研究 独創的な発想、特に意外性のあ
る着想に基づく芽生え期の研究

同上 4,000 無し 9145 1074 12% 総額500万円以下（1～
3年）

若手研究 37歳以下の研究者が1人で行う
研究に対する助成費

同上 13,440 有り
(若手(A))

15277 4170 27% 総額3000万円以下（2
～3年）

文部科学省
(日本学術振興会)

奨励研究 幼稚園、小・中・高等学校の教
員、民間の者が１人で行う研究に
対する助成

小学校・中学校・高等学校・盲
学校・聾（ろう）学校・養護学校・
幼稚園・専修学校の教員、教
育委員会の所管に属する教
育・研究機関の職員又はこれら
以外の者で科学研究を行って
いる者
※但し、学生（大学院の学生を
含む。）・生徒、大学等の研究
機関の常勤の研究者等を除く

200 無し 2785 786 28% 30万円以下（1年）

特別推進研究 国際的に高い評価を得ている研
究であって、格段に優れた研究
成果をもたらす可能性のある研
究の助成

下記の研究機関に所属する常
勤の研究者

（ア）大学等
1)

（イ）高等専門学校
（ウ）国又は地方公共団体の設

置する研究所等
2)

12,730 有り 138 13 9% 総額5億円程度までを
目安とするが、制限は
設けない（3～5年）

特定領域研究 21世紀の我が国の学術研究分野
の水準向上・強化につながる研
究領域、地球規模での取組が必
要な研究領域、社会的要請の特
に強い領域を特定した機動的か
つ効果的な領域研究の推進

同上 38,591 無し 領域263
課題
8209

領域29
課題
3394

領域
11%
課題
41%

（目安）1領域単年度当
たり2千万円～6億円程
度（3～6年）

文部科学省・研究振興
局･学術研究助成課
及び日本学術振興会

研究成果公開促進費 我が国の重要な学術研究の成果
等の公開の促進

大学等の研究者、研究者グ
ループ、学会等

3,382 無し 1584 780 49% 課題の性格に応じて交
付額を決定（1～5年）

1)

2)

文部科学省・研究振
興局･学術研究助成
課

文部科学省・研究振
興局･学術研究助成
課

大学、大学共同利用機関、大学評価・学位授与機構、国立学校財務センター又は文部科学省の施設
等機関のうち学術研究を行う機関
国又は地方公共団体の設置する研究所等その他の機関、法律により直接設立された法人又は民法第
34条の規定により設立された法人のうち、学術研究を行うものとして文部科学大臣の指定する機関

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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産学官共同研究の効果的な推大学、独法等の研究開発機関の
研究シーズと民間企業の研究
ニーズの積極的なマッチングを推
進

以下の機関であって、民間等
（商法等に基づき設立された株
式会社等の民間企業及び複数
の民間企業による組織体）と共
同研究を行うもの。
①大学及び大学共同利用機関
②国公立試験研究機関
③独立行政法人・特殊法人及
び認可法人
④民法第３４条により設立され
た法人

2,800 646
有り（３
０％）

3年間を限度、
年間1千万円～1億円
程度（間接経費を除く）

戦略的研究拠点育成 国際的に魅力のある卓越した研
究拠点の創出を図るための助成

以下の機関又は当該機関にお
ける学部、研究所等の一定の
規模の組織。
①国立試験研究機関
②大学及び大学共同利用機関
③独立行政法人、特殊法人及
び認可法人

4,000 無し 108 2 2% 原則として5年間、
年間10億円以内

若手任期付研究員支援 若手の任期付研究員が任期中に
自立的研究に専念できるよう、特
に優秀な任期付研究員に対して
任期中における研究を支援

大学及び国立試験研究機関等
（研究開発を行う独立行政法人
を含む。）に所属する法律の規
定に基づく任期付研究員のう
ち、当該年度当初において35
歳以下の者。

1,500 346   有
り（３
０%）

168 66 39% 実施者の任期内とし、5
年間を限度、
年間5百万円～1千5百
万万円程度（間接経費
を除く）

科学技術政策提言 科学技術に関する政策提言のた
めの研究を支援

国内の産学官の研究開発機
関、調査機関、学協会、NGO等
の機関が中心となって構成さ
れるグループ。

400 無し 74 6 8% 1年間ないし2年間、
年間3千万円程度

先導的研究等の推進 先導的な研究開発を推進 国内の産学官の研究開発機関
全般。

6,600 1523   有
り(30%)

643 24 4% 年間5千万円～2億円
程度（間接経費を除く）

新興分野人材養成 新興の研究分野や、産業競争力
の強化の観点から人材の養成・
拡充が不可欠な研究分野を推進

以下のうち、研究者の養成を業
務とする機関・組織。
①国立試験研究機関
②大学及び大学共同利用機関
③独立行政法人及び特殊法人

1,910 無し 34 7 21% 年間2億円程度を上限

我が国の国際的リーダーシッ
プの確保

国として積極的な対応が必要な
国際会議や、その実施に伴う国
際的な調査研究等の活動を推進

国内の産学官の研究開発機
関、行政機関、学協会、NGO等
の機関を中心として構成される
グループ。

500 無し 93 8 9% 3年間を限度、
年間1～5千万円程度

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

科学技術振興調整費文部科学省・科学技
術･学術政策局・調
査調整課

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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文部科学省
（科学技術振興事業
団）

卓越した研究リーダーの下に、研
究領域に応じた柔軟な研究体制
を構築して、新技術の創製に資
する基礎的研究の推進

大学、国立試験研究機関、独
立行政法人、その他公的研究
機関及び民間企業等に所属す
る研究者

42,689 1083
有り(国立
大学等と
の委託研
究契約に
基づき支
出、３
０％)

600
（データ
は戦略
的基礎
研究推
進事業
のもの）

45
（データ
は戦略
的基礎
研究推
進事業
のもの）

8%
（デー
タは戦
略的基
礎研究
推進事
業のも
の）

研究費：課題の性格に
応じて決定。（1,000万
円～数億円/年　程度）
研究期間：原則5年（評
価の結果に応じて継続
が可能）

文部科学省・科学技
術･学術政策局・調
査調整課

産学官連携イノベーショ
ン創出事業費補助金

独創的革新技術開発研究提
案公募制度

革新性の高い独創的な技術開発
に関する研究を、提案公募の形
式により幅広く募り、優秀な提案
に対して研究費を助成

研究活動に携わる個人、グ
ループ又は民間法人

交付金額：1テーマ当た
り年間1千万円～5千万
円、研究開発期間：2年
間～3年間

文部科学省・研究振
興局・研究環境・産
業連携課

大学発ベンチャー創出支援制
度

大学発ベンチャー創出を促進す
るための助成を実施。

個人 交付金額：1テーマ当た
り年間1千万円～5千万
円、研究開発期間：最
長3年間

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

戦略的創造研究推進事業

7,100 4%735   有
り

633 28

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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厚生労働省

部局（特殊法
人）

競争的資金制度 プログラム 概要 募集対象 予算
(H14）
(百万円)

間接経費
の導入額
と状況
(H14）

応募件
数
(H13)

採択
件数
(H13)

採択率
(H13)

1件当たりの
研究費額及び
研究開発期間

厚生労働省・大臣官
房厚生科学課

厚生労働科学研究費補
助金

独創的又は先駆的な研究や社会
的要請の強い諸問題に関する研
究について競争的な研究環境の
形成を行い、厚生労働科学研究
の振興を一層推進

39,284 研究費額：1,000千円～
100,000千円（1年あた
り）、研究期間：1～3年

行政政策研究分野
  政策科学推進研究経費等４事
業

2,402

総合的プロジェクト研究分
野
 がん克服戦略研究経費等7事業

13,590

先端的厚生科学研究分野
 脳科学研究経費等10事業

12,137

健康安全確保総合研究分野
 医薬安全総合研究経費等7事業

11,154

厚生労働省
（医薬品副作用被害
救済・研究振興調査
機構）

保健医療分野における
基礎研究推進事業

「がん、心疾患、脳血管疾患、
痴呆、骨疾患等を対象として、
新たな医薬品技術、医療機器
技術等の開発に向けた、基礎
研究成果の実用化を目指す
研究（基礎研究成果として、基
本特許を出願しているものに
限る。）を公募する。

新たな医薬品等の開発に結びつ
く可能性のある基礎的研究を公
募

国立試験研究機関、大学等、
独立行政法人、特殊法人、特
別認可法人、公益法人に所属
する研究者

7,384 無し 76 10 13% 年間5千万円から1億円
程度、5年以内

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

51%796   有
り（20%）

2477 1251厚生労働省の施設等機関、地
方公共団体の附属試験研究機
関、大学等、民間の研究所、公
益法人等、独立行政法人、そ
の他厚生労働大臣が適当と認
めるもの

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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農林水産省

部局（特殊法
人）

競争的資金制度 プログラム 概要 募集対象 予算
(H14）
(百万円)

間接経費
の導入額
と状況
(H14）

応募件
数
(H13)

採択
件数
(H13)

採択率
(H13)

1件当たりの
研究費額及び
研究開発期間

一般型 生物機能を高度に活用した新技
術・新分野を創出するための基
礎的・独創的な研究

独立行政法人、大学、民間、公
立試験研究機関、公益法人等
に属する研究者

上限1億円程度（間接
経費30％を含む）、研
究期間原則5年間

若手研究者支援型 39歳以下の研究者を支援 若手研究者支援型は、上記研
究機関に属する39歳以下の研
究者

上限1億円程度（間接
経費30％を含む）、研
究期間原則5年間

農林水産省
（生物系特定産業技
術研究推進機構）

新事業創出研究開発事
業

地域型 地域における農林水産関連分野
の新事業の創出等を図るため研
究共同体による研究開発を実施

地域における民間企業、独立
行政法人、大学等で構成され
る研究共同体

1,687 無し 49 6 12% 上限6,000 万円程度、
研究期間原則5年間

農林水産省・農林水
産技術会議事務局・
先端産業技術研究
課

民間結集型アグリビジ
ネス創出技術開発事業

研究成果の実用化を担う民間企
業等が企業の枠を超えた協力の
下で行う研究開発を実施。

民間企業等（大学、独立行政
法人等と連携することが条件）

560 無し 上限3,000万円（標準額
2,300万円）、研究期間3
年間

研究領域設定型研究 農林水産省が設定する研究領域
に対応した研究の委託実施。

独立行政法人、公立試験研究
機関、大学、民間企業等

3年以内（成果を挙げる
ことが困難な場合は5
年以内）、1年当たり5千
万～1億円

地域シーズ活用・発展型研究 地域における生産現場に由来す
る技術シーズの活用を図る研究
等の成果の早期普及が見込まれ
る研究を委託実施。

独立行政法人、公立試験研究
機関、大学、民間企業等

3年以内（成果を挙げる
ことが困難な場合は5
年以内）、1年当たり1～
3千万円

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

5%

1,808 403
有り

（30％）

4,166 274
有り(30%)

249新技術・新分野創出の
ための基礎研究推進事
業

先端技術を活用した農
林水産研究高度化事業

農林水産省・農林水
産技術会議事務局・
地域研究課

農林水産省
（生物系特定産業技
術研究推進機構）

13

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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経済産業省

部局（特殊法
人）

競争的資金制度 プログラム 概要 募集対象 予算
(H14）
(百万円)

間接経費
の導入額
と状況
(H14）

応募件
数
(H13)

採択
件数
(H13)

採択率
(H13)

1件当たりの
研究費額及び
研究開発期間

経済産業省
（新エネルギー・産業
技術総合開発機構）

若手研究者の産業応用を意図し
た研究に対する研究費助成

日本国内に在住し、自らが研
究開発を行っている次の①～
③に掲げる研究機関に属する
研究者。（国籍は問わない）

①大学（大学共同利用機関、
高等専門学校を含む。）の研究
者であって、35歳以下若しく
は、助手、講師の役職にある者

②国立研究所の研究者であっ
て、35歳以下若しくは主任研究
官（研究職3級以下）である者

③35歳以下の研究者であっ
て、かつ独立行政法人、公設
試、特殊法人に属する者

5,280 1161
有り（割
合30％）

420 93 22% 直接経費の期間総額
は、3千万（2年以内）又
は4千万円（3年間）を上
限。
間接経費は直接経費
の30％相当額。

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

産業技術研究助成事業

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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国土交通省

部局（特殊法
人）

競争的資金制度 プログラム 概要 募集対象 予算
(H14）
(百万円)

間接経費
の導入額
と状況
(H14）

応募件
数
(H13)

採択
件数
(H13)

採択率
(H13)

1件当たりの
研究費額及び
研究開発期間

国土交通省
(運輸施設整備事業
団)

運輸分野において、基礎研究の
強化と競争的研究環境の導入を
実現するための研究開発制度

国内の大学等、国公立試験研
究機関、独立行政法人、特殊
法人、認可法人、民間研究機
関に属していること、等

392 額未定
有り（8％を
上限として
実行で措
置、国立大
学・独立行
政法人は
10％）

82 5 6% 原則 3ヶ年度
 3ヶ年度で1課題当たり
約 7千万円

国土交通省・大臣官
房技術調査課

広範な学際領域における建設技
術革新を促進し、それらの成果を
公共事業等で活用することを目
的に、大学等の研究機関等の研
究者等に研究開発費を補助

・大学等の研究機関の研究者
・研究を主な事業目的としてい
る公益法人及び所属する研究
者
・国土交通大臣が指定した法
人及び所属する研究者

240 額未定有り
30%

61 3 5% 30,000千円以上、
50,000千円まで
原則として2002度末ま
で
（2002年度）

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

運輸分野における基礎的研究推進制度

建設技術研究開発助成制度

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。
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環境省

部局（特殊法
人）

競争的資金制度 プログラム 概要 募集対象 予算
(H14）
(百万円)

間接経費
の導入額
と状況
(H14）

応募件
数
(H13)

採択
件数
(H13)

採択率
(H13)

1件当たりの
研究費額及び
研究開発期間

地球環境問題対応型研究領
域

　地球環境問題の解決に向けた
研究を対象

国内の複数の研究機関に所属
する研究者により構成される研
究者グループ

額未定有り
（30％）

58 13 22% 原則3年間、1年当たり
約1千万～1億円

戦略的研究開発領域 　わが国が先導的な成果を上げ
ることが期待される統合的な大規
模研究開発プロジェクトの推進

国内の複数の研究機関に所属
する研究者により構成される研
究者グループ

額未定有り
（30％）

原則5年間、1年当たり
約2～5億円

課題検討調査研究(FS) 　予備的研究（いわゆるフィジ
ビリティスタディ）。また、代
表者の年齢が35才以下であれ
ば、若手育成型に区分。

　国内の研究機関に所属する
研究者、あるいは研究者グ
ループ（若手育成型は、課題代
表者が35歳以下）

無し 12 7 58% 1年間（若手育成型の
場合は1又は2年間）、1
年当たり数百万～1千
万円

基礎研究開発課題 次世代の環境保全技術の基礎と
なる知的資産を蓄積する課題に
ついて公募

国内に所在する国立試験研究
機関、地方公共団体、大学、民
間企業、独立行政法人、公益
法人等から成るプロジェクト
チーム

額未定有り
（30％）

1億円程度
原則3年間

実用化研究開発課題 環境技術の開発・実証を行う課
題について公募

国内に居住する開発研究に携
わる研究者個人、国立試験研
究機関、地方公共団体、大学
（国立大学を除く）、民間企業、
独立行政法人、公益法人

額未定有り
（30％）

191 11 6% 2,000万円～1億円
原則2年間

自然共生型流域圏・都市再生
技術研究

自然共生型都市流域圏を創造す
るための政策シナリオの設計・提
示を行う研究について公募

国立試験研究機関、地方公共
団体、大学（国立大学を除く）、
民間企業、独立行政法人、公
益法人に所属する研究者など
で構成された共同研究プロジェ
クトの研究開発代表者

額未定有り
（30％）

3,000万円～1億円
原則4年間

廃棄物処理対策研究 廃棄物処理や循環型社会形成等
に関する技術水準の向上のため
の研究を推進

大学、独立行政法人、民間企
業、公益法人、国及び地方公
共団体など国内の研究機関に
所属する研究者

1年間、1年当たり500万
円～1億円、技術開発
費の50％

次世代廃棄物処理技術基盤
整備事業

廃棄物処理の諸問題の解決に資
する処理技術の開発を促進

民間企業、大学、独立行政法
人、公益法人及び地方公共団
体など

3年間、1年当たり100万
円～1億円、研究費の
100％

特殊法人 若手枠 民間の研究者が応募
できるもの

73%1,050 額未定有り
（30％））

41 30

環境技術開発等推進費

廃棄物処理等科学研究
費

地球環境研究総合推進
費

環境省・地球環境
局・研究調査室

環境省・総合環境政
策局・環境研究技術
室

環境省・廃棄物・リサ
イクル対策部・廃棄
物対策課

2890の内
数

765の内数

ここにはＨ14年度に新規課題を募集するプログラムについて記した。継続課題のみ、Ｈ13年度で終了したプログラムは除いた。



事務局（総務省）

戦略的情報通信研究開発推進制度（総務省）の評価システム

事務局（１６名）事務局（１６名）事務局（１６名）事務局（１６名）

ピアレビューへの振分けピアレビューへの振分けピアレビューへの振分けピアレビューへの振分け
(約500件×5～10名/件)

○　課題の評価を依頼された専門評
価委員全員が、相対評価を実施し、
コメントを含めた評価書を作成。

○　作成した評価書を事務局に提出。

○　事務局は、評価書の評価点の相
対順位に基づき、第２次評価（総合
評価）に進む課題と、第一次評価
（専門評価）で落選する課題とに分
ける。前者のみ評価委員（親会）に
総合評価を依頼。　

研研研研
究究究究
費費費費
交交交交
付付付付

年１回年１回年１回年１回
(４～５月４～５月４～５月４～５月)

研究提案書受理研究提案書受理研究提案書受理研究提案書受理

頁制限なし頁制限なし頁制限なし頁制限なし
((((資料添付可資料添付可資料添付可資料添付可))))

申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け

・専門評価委員専門評価委員専門評価委員専門評価委員

(5月1日現在：612人)

○　評価者の選任評価者の選任評価者の選任評価者の選任は、提案者が
　　自己申告する専門領域（８５
　　の領域から選択）に応じて、
　　その評価を実施するに相応
　　しい当該専門領域の専門評
　　価委員（８５の領域に対応し
　　て分類）を選定（マッチング　
　　方式）。

○　提案書１件あたり、5～10　
　　名の専門評価委員に送付。

○　評価の正式依頼を行う事　
　　前段階で、評価予定案件に評価予定案件に評価予定案件に評価予定案件に
　　利害関係者が含まれていな　　利害関係者が含まれていな　　利害関係者が含まれていな　　利害関係者が含まれていな
　　いかどうか　　いかどうか　　いかどうか　　いかどうか、評価者に確認し、
　　自己申告を求める。

評価基準評価基準評価基準評価基準
【科学的・技術的知見の向上】【科学的・技術的知見の向上】【科学的・技術的知見の向上】【科学的・技術的知見の向上】

　　独創性、革新性、先導性、国際水準で見た
新規性、新しい知の創出、他の研究への波
及効果、等の観点から評価。

【目標・計画の妥当性及び実施体制の妥当性】【目標・計画の妥当性及び実施体制の妥当性】【目標・計画の妥当性及び実施体制の妥当性】【目標・計画の妥当性及び実施体制の妥当性】

　　研究開発の具体的な実施手順・資金計画及
び最終的な達成目標が明確に設定されてい
るか。また、研究開発の実施体制（研究の役
割分担や責任分担、資金管理面等）が確立

しているか、等を評価。　　

専門評価（ピアレビュー）専門評価（ピアレビュー）専門評価（ピアレビュー）専門評価（ピアレビュー）

１１１１次評価（書面評価）次評価（書面評価）次評価（書面評価）次評価（書面評価）

・３つのプログラム毎に、評価
委員会（親会）を設置。

・専門的知見のみならず社会
的波及効果・費用対効果など
を考慮して評価を実施。

・年１回、１人当たり10～20件
前後を３週間程度で評価。

・採択候補を決定。

・採択通知書
・不採択通知書
(いずれもスコア・相対スコア・相対スコア・相対スコア・相対
順位・コメント順位・コメント順位・コメント順位・コメントを記載)

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者不採択者不採択者不採択者を含むを含むを含むを含む

相談、質問、確認、不服等

事務局（総務省）

○　専門評価における評価結果
を参考にしながら、再度総合的
な観点からの相対評価を実施。

○　書面評価を実施後、評価書を
事務局に送付。

○　事務局は書面評価の相対順
位に基づいた順位表を作成。

○　委員会において順位表を元
に合議の上、採択候補を決定。

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

年次報告書年次報告書年次報告書年次報告書

１　　 ２ 　　３　　 ４　　 ５
年　　年 　 年 　年 　年

継続評価、事後評価、追跡評価継続評価、事後評価、追跡評価継続評価、事後評価、追跡評価継続評価、事後評価、追跡評価
○次年度継続の可否について、前年度の１～２月頃に継続評価継続評価継続評価継続評価
として評価を実施。提出される継続提案書に基づき目標達成度
及び次年度以降の研究計画等について評価。
　研究計画の変更・縮小・中止を決定。
○研究終了後に、研究終了時の最終的な目標達成状況につい
て事後評価事後評価事後評価事後評価として評価を実施。研究の延長の可否及び追跡評価
の要否についても判断する。
○事後評価実施時に未達成であった目標に対する達成度につ
いて事後評価事後評価事後評価事後評価として評価を実施。事後評価実施以降新たに獲得
した成果の有効性等を併せて把握する。

最終報告書

新規の
提案書

・各研究開発課題の専門領域の
専門家による技術を中心とした書
面評価。

・各課題の専門領域に対応した
専門評価委員が評価を実施。

・年１回、１人当たり5～10件を３

週間程度で評価。

採択予定件数の採択予定件数の採択予定件数の採択予定件数の1.5～～～～2
倍に含まれないものは倍に含まれないものは倍に含まれないものは倍に含まれないものは
不採択不採択不採択不採択

・評価委員（親会）評価委員（親会）評価委員（親会）評価委員（親会）

(5月1日現在：30人)

評価基準評価基準評価基準評価基準
・「左記の専門評価における評価基準」＋費用費用費用費用

対効果対効果対効果対効果を必ず評価。

・プログラムの目的に応じて、適宜評価項目を
追加可能。

・専門評価においては「科学的・技術的知見の
向上」に特にウェイトを置くが、総合評価にお
いてはプログラムの特性に応じて、ウェイト付
けを独自に設定する（あるいはしない）。

○　研究計画は詳細　
　　に記述を求める。　
　　提案書は10の項目の項目の項目の項目

　　に分かれた説明資　　に分かれた説明資　　に分かれた説明資　　に分かれた説明資
　　料　　料　　料　　料から構成されて
　　おり、各説明資料　
　　における頁数の制
　　限等は設けていな
　　い。

○　参加者全員につ　
　　いてエフォート、役
　　割分担、略歴等に
　　ついて、記載を求　
　　めている。

○　参考資料の添付　
　　可

研究の延長について研究の延長について研究の延長について研究の延長について
研究期間が３年未満のものに限り、事後評価実施時
等において、評価委員会が特に優れた課題であると評価委員会が特に優れた課題であると評価委員会が特に優れた課題であると評価委員会が特に優れた課題であると
認められたものに限り、最大で２年間の延長を認める認められたものに限り、最大で２年間の延長を認める認められたものに限り、最大で２年間の延長を認める認められたものに限り、最大で２年間の延長を認める。

評価結果の開示ついて評価結果の開示ついて評価結果の開示ついて評価結果の開示ついて
評価結果については、以下の内容が記載された通知
を被評価者に通知するとともに、被評価者本人から特
に求められた場合には、評価書を開示。但し評価者個
人が特定されないよう配慮する。

（通知内容）
・最終評価点及び評価項目ごとの評価点
・評価点の分布
・採択課題の平均点及び全提案課題の平均点
・改善すべき点等を指摘した評価者のコメント

利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除

評価者が事前申告しなければならない利害関係者
とは以下の要件に該当する場合を想定。

・自己の研究開発提案と競合することが自明であ
る他者。

・自己と非常に近しい研究者（基準の詳細について
は現在検討中）

他府省の競争的資金
との重複を排除

総合評価総合評価総合評価総合評価

２次評価（合議審査）２次評価（合議審査）２次評価（合議審査）２次評価（合議審査）

１ 総務省　情報通信政策局技術政策課



先進技術型研究開発助成金（ＴＡＯ）の評価システム

　 年１回

　(4～5月)

合議審査合議審査合議審査合議審査

２次評価２次評価２次評価２次評価

評価委員会８名
・１次評価の結果に基づき
合議
・採択候補を決定

評価者

学識経験者・有識者等によ
り構成。

　相対評価による書面評価相対評価による書面評価相対評価による書面評価相対評価による書面評価
を実施。を実施。を実施。を実施。

評価基準評価基準評価基準評価基準
　①助成対象事業を的確に遂行するに足る研究開発能力を有すること。

　　 ②研究開発内容がア　新規性、イ　困難性、ウ　波及性、の各要件に該当す
ること。

　　 ③助成対象事業となる研究開発が、交付申請年度を含み、３年度以内に完

了すること。

　

　　　　　書面評価　書面評価　書面評価　書面評価　　　　　　　　 　　　　

１次評価１次評価１次評価１次評価　　　　

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者不採択者不採択者不採択者を含むを含むを含むを含む

交交交交
付付付付
決決決決
定定定定

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

実績報告書

１

年

通信・放送機構事務局通信・放送機構事務局通信・放送機構事務局通信・放送機構事務局

評価委員８人
・技術性、事業性につ　
いて評価
・提案書１件あたり、全

ての委員が評価を実施

不採択通知にて、評価不採択通知にて、評価不採択通知にて、評価不採択通知にて、評価
項目ごとのスコア及び項目ごとのスコア及び項目ごとのスコア及び項目ごとのスコア及び
コメントを開示コメントを開示コメントを開示コメントを開示
（（（（14年度より実施予定）年度より実施予定）年度より実施予定）年度より実施予定）

　　　　
　　　　

　　　　

　

１４１４１４１４....１１１１%%%%６４６４６４６４新規新規新規新規

採択率採択率採択率採択率採択数採択数採択数採択数申請数申請数申請数申請数

採択率採択率採択率採択率(2001年度年度年度年度)

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理

他府省の競争
的資金との重
複を排除

　　　　　　評価　　　　　　評価　　　　　　評価　　　　　　評価
原則単年度事業だが、３年度まで継続申請が可
能。継続の場合は他の新規申請書と共に評価さ
れる。

　

質問、確認等

問い合わせへの対応通信・放送機構内通信・放送機構内通信・放送機構内通信・放送機構内
窓口窓口窓口窓口

企業化報告書

評価者

１次評価実施者と同一。

１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、
採択候補を決定。採択候補を決定。採択候補を決定。採択候補を決定。

○　研究計画は詳細　
　　に記述を求める。　
　　提案書は７つの添
　　付明資料から構成
　　されており、各説明
　　資料における頁数
　　には制限等を設け
　　ている。

○　参加者全員につ　
　　いてエフォート、役
　　割分担、略歴等に
　　ついて、記載を求　
　　めている。

○　参考資料の添付　
　　可

９９９９

　　　書面評価　　　　　　書面評価　　　　　　書面評価　　　　　　書面評価　　　

３次３次３次３次評価評価評価評価

評価委員２名
･経営能力・資金調達力
について評価
・採択候補先について
評価を実施

評価者　　　　　　　　　　　　
　１次評価者の中から財
務面に強い委員２名が実
施。

２次評価に基づいて、最２次評価に基づいて、最２次評価に基づいて、最２次評価に基づいて、最
終的な採択候補を決定。終的な採択候補を決定。終的な採択候補を決定。終的な採択候補を決定。

評価基準評価基準評価基準評価基準
①研究開発のための資金調達が自己のみによって
は困難であること。

②助成対象事業を的確に遂行するのに必要な経費のう
ち、自己負担分の調達に関して十分な能力を有すること。

③助成対象事業に係る経理その他の事務について十

分な管理体制及び処理能力を有すること。

　　

継続課題継続課題継続課題継続課題

研究終了後５年間研究終了後５年間研究終了後５年間研究終了後５年間
企業化状況を報告企業化状況を報告企業化状況を報告企業化状況を報告

総務省　情報通信政策局情報通信政策課２



国際共同研究助成（ＴＡＯ）の評価システム

　 年１回

　(4～5月)
　７名の評価者により　７名の評価者により　７名の評価者により　７名の評価者により
全課題を評価全課題を評価全課題を評価全課題を評価

課題課題課題課題9件／評価者件／評価者件／評価者件／評価者7名名名名

申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け 合議審査合議審査合議審査合議審査

２次評価２次評価２次評価２次評価

評価委員会７名

・１次評価の結果に基づき合議
・採択候補を決定

評価者

　次の４分野に精通した学
識経験者等により構成。
①アプリケーション高度化
技術
②ジェネリックネットワーク
技術
③電波・光利用技術
④デバイス技術その他

相対評価による書面評価相対評価による書面評価相対評価による書面評価相対評価による書面評価
を実施。を実施。を実施。を実施。

評価基準評価基準評価基準評価基準
　①助成対象事業を的確に遂行するに足る研究開発能力を有すること。

　　 ②研究開発内容がア　独創性、イ　有効性、ウ　波及性、の各要件に該当する
　　こと。

③研究開発のための資金調達が自己のみによっては困難であること。

④助成対象事業を的確に遂行するのに必要な経費のうち、自己負担分の調　

　　達に関して十分な能力を有すること。

　 ⑤助成対象事業に係る経理その他の事務について十分な管理体制及び処理
　　能力を有すること。

　　書面評価　　　　　書面評価　　　　　書面評価　　　　　書面評価　　　

１次評価１次評価１次評価１次評価　　　　

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者不採択者不採択者不採択者を含むを含むを含むを含む

交交交交
付付付付
決決決決
定定定定

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

研究
報告書

１

年

通信・放送機構事務局通信・放送機構事務局通信・放送機構事務局通信・放送機構事務局

評価委員７人

・専門領域に従い評価
・１名あたり４、５件の評
　価を実施

不採択通知にて、評不採択通知にて、評不採択通知にて、評不採択通知にて、評
価項目ごとのスコア価項目ごとのスコア価項目ごとのスコア価項目ごとのスコア
及びコメントを開示及びコメントを開示及びコメントを開示及びコメントを開示

　
①研究の達成状況。
②総括
③今後の課題と展望
④発表論文リスト
等

　　　　
　　　　

　　　　

　

６６６６６６６６....６６６６%%%%９９９９新規新規新規新規

採択率採択率採択率採択率採択数採択数採択数採択数申請数申請数申請数申請数

採択率採択率採択率採択率(2001年度年度年度年度)

研究報告書

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理

他府省の競争
的資金との重
複を排除

事後評価事後評価事後評価事後評価
(14年度より実施予定）年度より実施予定）年度より実施予定）年度より実施予定）

　　評価委員会７名

　研究終了後、研究報
告書に基づき、事後評
価を実施。

質問、確認等

問い合わせへの対応通信・放送機構内通信・放送機構内通信・放送機構内通信・放送機構内
窓口窓口窓口窓口

(13年度実績)

研究報告書

(最終版)
研研研研
究究究究
成成成成
果果果果
報報報報
告告告告
会会会会
のののの
開開開開
催催催催

評価者

　１次評価実施者と同一。

１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、
最終的に採択候補を決定。最終的に採択候補を決定。最終的に採択候補を決定。最終的に採択候補を決定。

事務局２名

○　研究計画は詳細　
　　に記述を求める。　
　　提案書は７つの説
　　明資料から構成さ
　　れており、各説明　
　　資料における頁数
　　の制限等は設けて
　　いない。

○　参加者全員につ　
　　いてエフォート、役
　　割分担、略歴等に
　　ついて、記載を求　
　　めている。

○　参考資料の添付　
　　可

○　評価者の選任評価者の選任評価者の選任評価者の選任については、
　　通信・放送機構が情報通信
　　分野の研究開発に高度な　
　　知見を有する、学識経験者
　　等から行っている。

○　提案書１件あたり、３、４名
　　の専門評価委員に送付。

○　評価予定案件に利害関係評価予定案件に利害関係評価予定案件に利害関係評価予定案件に利害関係
　　者が含まれている場合　　者が含まれている場合　　者が含まれている場合　　者が含まれている場合は、
　　評価者がその旨を申し出る。

６６６６

３ 総務省　情報通信政策局技術政策課



高齢者・障害者向け通信・放送サービス充実研究開発助成(ＴＡＯ)の評価システム

　 年１回

　(4～5月)

合議審査合議審査合議審査合議審査
２次評価２次評価２次評価２次評価

評価委員　８名
・１次評価の結果に基づき

　　合議
・採択候補を決定

評価者評価者評価者評価者

学識経験者・有識者等によ
り構成。

　５段階評価５段階評価５段階評価５段階評価による書面評による書面評による書面評による書面評
価を実施。価を実施。価を実施。価を実施。

　評価　評価　評価　評価基準基準基準基準
　 ① 助成対象事業を的確に遂行するに足る研究開発能力を有すること。

　　 　② 研究開発内容がア　新規性、イ　波及性、ウ　有益性、の各要件に該当すること。

　　 ③ 助成対象事業となる研究開発が、交付申請年度を含み、３年度以内に完了するこ

と。

　　　 ④ 研究開発のための資金調達が自己のみによっては困難であること。

　　 　⑤ 助成対象事業を的確に遂行するのに必要な経費のうち、自己負担分の調達に関

して十分な能力を有すること。

　　 　⑥ 助成対象事業に係る経理その他の事務について的確な管理体制及び処理能力を

有すること。

　

書面評価書面評価書面評価書面評価

１次１次１次１次評価評価評価評価　　　　

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者不採択者不採択者不採択者を含むを含むを含むを含む

交交交交
付付付付
決決決決
定定定定

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

実績報告書

１

年

通信・放送機構通信・放送機構通信・放送機構通信・放送機構事務局事務局事務局事務局

評価委員　８名
・技術性、事業性について

評価
・提案書１件あたり、委員　

　が全ての評価を実施

不採択通知にて、評価不採択通知にて、評価不採択通知にて、評価不採択通知にて、評価
項目ごとのスコア及び項目ごとのスコア及び項目ごとのスコア及び項目ごとのスコア及び
コメントを開示コメントを開示コメントを開示コメントを開示
（（（（14年度より実施予定）年度より実施予定）年度より実施予定）年度より実施予定）

　　　　
　　　　

　　　　

　

３２３２３２３２%%%%２５２５２５２５新規新規新規新規

採択率採択率採択率採択率採択数採択数採択数採択数申請数申請数申請数申請数

採択率採択率採択率採択率(2001年度年度年度年度)

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理

他府省の競争
的資金との重
複を排除

　　　　　　評価　　　　　　評価　　　　　　評価　　　　　　評価
原則単年度事業だが、３年度まで継続申
請が可能。継続して申請の場合は他の新
規申請書と共に提案書（申請書）が評価さ
れる。

　

質問、確認等

問い合わせへの対応

通信・放送機構内通信・放送機構内通信・放送機構内通信・放送機構内
窓口窓口窓口窓口

企業化報告書

評価者評価者評価者評価者

１次評価実施者と同一

１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、１次評価の結果を合議し、
採択候補を決定。採択候補を決定。採択候補を決定。採択候補を決定。

○　研究計画は詳細　
　　に記述を求める。　
　　提案書は６つの添
　　付明資料から構成
　　されており、各説明
　　資料における頁数
　　には制限等を設け
　　ている。

○　参加者全員につ　
　　いてエフォート、役
　　割分担、略歴等に
　　ついて、記載を求　
　　めている。

○　参考資料の添付　
　　可

８８８８

継続課題継続課題継続課題継続課題

研究終了後５年間研究終了後５年間研究終了後５年間研究終了後５年間
企業化状況を報告企業化状況を報告企業化状況を報告企業化状況を報告

総務省　情報通信政策局技術通信利用促進課４



民間基盤技術研究促進制度（ＴＡＯ）の評価システム

　　各課題の取りまとめ担当の合議
評価委員会委員１名が１次評価
の結果を説明。

　　
　　　１次評価の妥当性の確認１次評価の妥当性の確認１次評価の妥当性の確認１次評価の妥当性の確認

　　　評価委員会としての評価を　　　評価委員会としての評価を　　　評価委員会としての評価を　　　評価委員会としての評価を

　　　決定　　　決定　　　決定　　　決定

　【14年度】 年１回

　　　（４月下～６月上）

　課題毎に原則４名　課題毎に原則４名　課題毎に原則４名　課題毎に原則４名

の評価者を選任の評価者を選任の評価者を選任の評価者を選任
課題３６件／課題３６件／課題３６件／課題３６件／
　　　　　評価者３０名　　　　　評価者３０名　　　　　評価者３０名　　　　　評価者３０名

申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け

２次評価２次評価２次評価２次評価

（合議評価）（合議評価）（合議評価）（合議評価）

民間基盤技術研究促進制度
評価委員会委員１０名

３６件

委員（合議評価委員会

メンバー）10名＋

専門委員20名（ﾋﾟｱﾚﾋﾞﾞｭｰ

ｱ19名＋実用化・収益

性評価担当１名）

【１４年度】

若干の増員を検討中。

評価者

【技術評価】　当該技術に関する専門的知識
　　を有する学識経験者（課題毎に取りまとめ
　　担当の合議評価委員会委員１名を必ず含
　　む）。

【収益確保の可能性評価】当該技術に関する

　　　実用化面の専門的知見を有する有識者。

評価表の各項目評価表の各項目評価表の各項目評価表の各項目（総合ランク及び所見含む）総合ランク及び所見含む）総合ランク及び所見含む）総合ランク及び所見含む）
の案作成の案作成の案作成の案作成

評価評価評価評価基準基準基準基準
(1) 研究開発課題の対象となっている技術の基盤性

(2) 世界的な水準からみた研究開発課題のレベル

(3)   研究開発による収益の可能性

(4)   研究目標・計画の妥当性

(5)   研究開発体制の妥当性

1次評価次評価次評価次評価

（書面評価、一部の課題（書面評価、一部の課題（書面評価、一部の課題（書面評価、一部の課題
でﾋｱﾘﾝｸﾞ評価併用）でﾋｱﾘﾝｸﾞ評価併用）でﾋｱﾘﾝｸﾞ評価併用）でﾋｱﾘﾝｸﾞ評価併用）

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者不採択者不採択者不採択者を含むを含むを含むを含む

研研研研
究究究究
業業業業
務務務務
委委委委
託託託託
契契契契
約約約約
締締締締
結結結結

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

研究成果
報告書

１　　 ２　 　３・・５　

年　　年 　 年　年

ＴＡＯ事務局ＴＡＯ事務局ＴＡＯ事務局ＴＡＯ事務局

評価者
　・技術評価　　　　 ３名

　・収益確保の
　 可能性評価　 　 １名

採択不採択通知とも、採択不採択通知とも、採択不採択通知とも、採択不採択通知とも、
総合ランク、総合所総合ランク、総合所総合ランク、総合所総合ランク、総合所
見及び採否ライン等見及び採否ライン等見及び採否ライン等見及び採否ライン等
を記載を記載を記載を記載

　 30.6%30.6%30.6%30.6%１１１１１１１１３６３６３６３６新規新規新規新規

採択率採択率採択率採択率採択数採択数採択数採択数申請数申請数申請数申請数

採択率採択率採択率採択率(13年度年度年度年度)

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理

他府省の競争
的資金との重
複を排除

ＴＡＯにて採否
決定

事後評価及び追跡調査事後評価及び追跡調査事後評価及び追跡調査事後評価及び追跡調査

　　（詳細は検討中）

　終了後原則１０年間、
成果の事業化状況など
について把握。

相談、質問、確認、不服等

問い合わせへの対応ＴＡＯ内ＴＡＯ内ＴＡＯ内ＴＡＯ内
窓口窓口窓口窓口

研究成果報告書

(最終版)

（
原
則
研
究
期
間
終
了
後
実
施
）

（
原
則
研
究
期
間
終
了
後
実
施
）

（
原
則
研
究
期
間
終
了
後
実
施
）

（
原
則
研
究
期
間
終
了
後
実
施
）

研
究
成
果
報
告
会

２次評価の評価者は、合
議評価の前に１次評価の
全体状況を把握

継続評価継続評価継続評価継続評価

（研究期間毎年度末）

外部評価者１名により
研究の進捗状況を書面

で評価

　　　　

中間評価中間評価中間評価中間評価

(研究期間中間年度)外
部評価者複数名による

ヒアリング

進捗状況・中間目標達
成状況等について評価

　　　

　年１回
（９月下～10月下）

　【13年度実績（新規）】

５ 総務省　情報通信政策局情報通信政策課



　約　約　約　約240の細目の評価者の細目の評価者の細目の評価者の細目の評価者
通常の配置
①基盤研究A・B担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ６名
②基盤研究C担当３名

③萌芽的研究担当３名

○　各評価者は各課題毎に評価し、５段階に
採点を行う。コメントも付す。

評価基準評価基準評価基準評価基準

　１．総合評点

　　　以下の評定要素に着目しつつ、総合的な判断
の上、評点(1～5、判定できない「－」を含む)を付

ける。

　２．評定要素

　　(1)研究内容

　　①研究目的の明確さ、②独創性、③当該学問分
野及び関連学問分野への貢献度、④従来の研究
経過・研究成果等の評価、⑤重複申請(審査区分
間)をしている研究課題の評価、⑥その他、につ
いてそれぞれ評点(1～5、判定できない「－」を含
む)を付ける。

　　(2)研究計画

　　①研究計画の妥当性、②研究遂行の能力、③そ
の他、について評点(1～5、判定できない「－」を
含む)を付ける。

　　(3)研究種目及び審査区分としての適切性

　　(4)申請研究経費の妥当性　　　

　　年１回
　　１１月

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理

　細目の各担当評価者
平均審査件数：
①～③それぞれ約80件
　

学術参与の主な役割学術参与の主な役割学術参与の主な役割学術参与の主な役割学術参与の主な役割学術参与の主な役割学術参与の主な役割学術参与の主な役割

学術参与学術参与学術参与学術参与(非常勤非常勤非常勤非常勤)
(日本学術振興会日本学術振興会日本学術振興会日本学術振興会)

・委員の選定

・小委員会で助言

第１段審査第１段審査第１段審査第１段審査(書面審査書面審査書面審査書面審査)

1次評価次評価次評価次評価

科学研究費補助金(基盤研究、萌芽的研究等)のグラント審査システム(日本学術振興会)

○　第１段審査の評価者 の評点が

　　記載された資 料を用い、特に

　　第１段審査の総合評点に重点を

　　置きつつ、総合的に評価する。

○　採択課題及び配分額の決定。

○　学術参与が原則として出席。

評価評価評価評価(RENEWAL)
14年度採択課題の評価から実施年度採択課題の評価から実施年度採択課題の評価から実施年度採択課題の評価から実施

同じ課題で引き続き研究を行うため、他の新規申請
書と共に評価(研究期間が４年以上の課題について。
最終年度の前に評価を受けることが可能)

申請書送付申請書送付申請書送付申請書送付

　評価者は、日本学術会議より推薦のあった約
6000人のリストから二千数百人を日本学術振興
会で選出し、各分野(審査部会、小委員会、分科・
細目等)に配置。

　選任を行うのは、日本学術振興会役員、職員、
学術顧問、学術参与。
　任期は２年、原則再任不可。

科
学
研
究
費
委
員
会

日
本
学
術
振
興
会
会
長

文学第二小委員会

法学小委員会

医学小委員会

工学小委員会

農学小委員会

・　・　・　・

病理　－　免疫学

小委員会 分科 細目

研研研研
究究究究
費費費費
交交交交
付付付付

審査結果(ランク)
を通知

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者(不採択不採択不採択不採択
のうち希望者のうち希望者のうち希望者のうち希望者)

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

１　 ２ 　３　 ４
年　年 年 年

国立情報研究所の国立情報研究所の国立情報研究所の国立情報研究所の
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに収録ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに収録ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに収録ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに収録

継続課題継続課題継続課題継続課題

実績報告書(1～2頁)

申請数 採択数 採択率
基盤研究Ａ 2,666 450 16.9
基盤研究Ｂ 16,385 2,726 16.6
基盤研究Ｃ 30,354 6,229 20.5

継続(14年度採択課題の評価から実施)

新
規

新規及び継続の採択率新規及び継続の採択率新規及び継続の採択率新規及び継続の採択率

評価者の選任

日本学術振興会
事務局

事務局事務局事務局事務局
　各第１段審査の評価者の各審査
区分毎に平均点と標準偏差をそろ
えるよう電算処理を行い、処理され
た評点（※）と、素点を第２段の資
料として提出。
※　個々の評価者が出した採点が、
　平均３となるように処理。

第２段審査第２段審査第２段審査第２段審査(合議審査合議審査合議審査合議審査)

２次評価２次評価２次評価２次評価

　各小委員会
(例：医学小委員会) 

　約25名(幹事１名含む)

約約約約40(主なものは約主なものは約主なものは約主なものは約25)
ある小委員会毎でのある小委員会毎でのある小委員会毎でのある小委員会毎での

評価　評価　評価　評価　
20～～～～25名程度名程度名程度名程度

数千件数千件数千件数千件

１日目 ２日目

約約約約60ある分科毎の　ある分科毎の　ある分科毎の　ある分科毎の　
グループでの評価グループでの評価グループでの評価グループでの評価
数名～数名～数名～数名～15名程度名程度名程度名程度

　　　　 　数百～　数百～　数百～　数百～2000件件件件

　各細目からの評価者が
少なくとも２名おり、その
委員が、担当の細目の評
価結果について説明。
ボーダー付近の申請書、
評価の分かれるものにつ
いて議論。

事務局の事務ｽﾀｯﾌ
(資料の説明、評価の手
　順、留意事項の説明)

生理

ウイル
ス学

細菌学

○利害関係者の排除
　評価者自身が研究代表者又は研究分担者である場合、或いは同一研究室の者等関係者が
研究代表者である場合、所要の措置を講ずる。
（第１段審査）関係を明記するとともに、原則として評点を付さない。
（第２段審査）審査に加わらない。
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科学研究費補助金（特別推進研究）のグラント審査システム(文部科学省)

不採択者には不採択理由 国立情報学研究所の
を開示 データベースに収録

（ ）実績報告書 ～ 頁1 2
文部科学省 レフリー審査 各系委員会 各系委員会 科学研究費補助金 研究者

審査部会
文部科学省 ヒアリング課題の選定 採択課題候補の決定

研究計画調書受理 １５０件程度 １５０件程度 ３０件程度 研究開始

年１回 採択課題の決定 ６月 年 年 年 年 年→ → → → → → → → → →1 2 3 4 5
１１月 研究計画調書 １５～２５名程度から 各委員会毎に採択予定

送付 構成される各委員会に 課題の約２倍の課題の
おいて、各委員がレフ ヒアリング（１課題当

関連分野研究者（３名） リーの審査意見書を参 たり約３０分）を行い 各系委員会 各系委員会
に審査意見書の作成依頼 考として個別に行った 合議により採択候補課

審査結果の集計等を基 題を決定 研究期間に応じて 終了ヒアリン
に、合議によりヒアリ 各年度に現地調査 グを実施、
ング課題を選定 又はヒアリングを

実施
評価基準等

レフリーの選任 各系委員会委員の選任 下記の着目点に着目しつつ、総合的
な判断の上 「Ａ Ａ Ｂ Ｃ」で、 －

申請者及び各系委員会委員 学術分科会の委員及び臨時委員 評価
から推薦をしてもらい、その 並びに学術調査官から推薦された 中間・事後評価の結果は
中から３名を配置。 者の中から分野バランス等を考慮 ①特別推進研究として推進する必要性 文部科学省ホームページ
選任は 各系委員会の主査 し配置。 ②研究の独創性及び研究の意義 で公表、 、

学術調査官が行う。 選任は、学術研究助成課、学術 ③研究分野の現状と動向及びその中で
調査官が行う。 の研究課題の位置付け
任期は２年、原則再任なし。 ④研究遂行能力及び当該分野における

評価
⑤申請研究経費の合理性及び申請設備 ○新規課題の採択率（平成１３年度）
備品の当該研究課題に対する必要性 申請数 採択数 採択率

138 13 9.4特別推進研究

利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除○審査組織 ○ の役割 ○学術調査官学術調査官学術調査官学術調査官

審査要項（科学研究費補助金審査部会決定）において規定
科 科 ・レフリーの選任
学 学 ・各系委員会委員の選任 委員自身が研究代表者又は研究分担者である場合、あるいは
技 学 研 人文・社会系委員会 ・各系委員会の進行役 委員の関係者（同一の研究室、親族）が研究代表者となって
術 術 究 ・不採択理由の取りまとめ いる場合は、審査に加わらない。
・ 分 費 理工系委員会 ・現地調査への同行
学 科 補 ・中間・事後評価結果の
術 会 助 生物系委員会 取りまとめ
審 金
議 審
会 査

部
会
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科学研究費補助金(特定領域研究)のグラント審査システム(文部科学省)

【領域の審査】

不採択者には不採択理由 国立情報学研究所の
を開示 データベースに収録

実績報告書( ～ 頁)1 2
文部科学省 各系委員会 レフリー審査 各系委員会 科学研究費補助金 研究者

審査部会
ヒアリング領域の選定 文部科学省 採択領域候補の決定

領域申請書受理 ２５０件程度 ５０件程度 ５０件程度 研究開始

年１回 採択領域の決定 ７月 年 年 年 年 年 年→ → → → → → → → → → →1 2 3 4 5 6

１１月 １５～２５名程度から 領域申請書 レフリーの審査意見書
構成される各委員会に 送付 等を参考として、各委
おいて、各委員が個別 員会毎に採択領域候補

※に行った審査結果の集 ヒアリング対象領域につ の約２倍の領域のヒア
計等を基に、合議によ いて関連分野研究者（３ リング（１課題当たり 研究課題を公募する 各系委員会 各系委員会
りヒアリング領域を選 名） に審査意見書の作 約４０分）を行い 領域は、２年目以降
定 成依頼 審査合議により採択候 下記の公募研究課題 研究期間に応じて 終了ヒアリン

補領域を決定 の審査を行う。 各年度に研究状況 グを実施
報告書の提出、又
はヒアリングを実
施

各系委員会委員の選任 レフリーの選任 評価基準等

学術分科会の委員及び臨時委員 申請者及び各系委員会委員 下記の着目点に着目しつつ、総合的 中間・事後評価の結果は
並びに学術調査官から推薦された から推薦をしてもらい、その な判断の上 「Ａ Ａ Ｂ Ｃ」で評 文部科学省ホームページ、 －

者の中から分野バランス等を考慮 中から３名を配置。 価 で公表
、 、し配置。 選任は 各系委員会の主査

選任は、学術研究助成課、学術 学術調査官が行う。 ①研究計画の妥当性
調査官が行う。 ②研究組織の妥当性
任期は２年、原則再任なし。 ③申請研究経費の妥当性

④他府省等で実施中の各種研究事業と ○新規領域の採択率（平成１３年度）
の連携、整合性の確保に配慮がなさ 申請数 採択数 採択率

263 29 11.0れているか。 特定領域研究

※【公募研究課題の審査】（領域設定翌年度から実施）○利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除

審査要項（科学研究費補助金審査部会決定）において規定 国立情報学研究所の
・領域 データベースに収録

委員自身が領域代表者等である場合、あるいは委員の関係者（同一の研究室
親族）が領域代表者となっている場合は、審査に加わらない。

・公募研究課題 文部科学省 各領域別専門委員会 科学研究補助金 研究者 実績報告書( ～ 頁)1 2
委員自身が研究代表者又は研究分担者である場合、あるいは委員の関係者 審査部会

（同一の研究室、親族）が研究代表者となっている場合は、評点は付さない。
研究計画調書受理 採択候補課題の決定 研究開始

○審査組織 ○ の役割 年１回 数十～数百件 採択課題の決定 ４月 年 年学術調査官学術調査官学術調査官学術調査官 → → → → →1 2
１１月

（領域） 各委員会８名程度の委
科 科 （領域） ・レフリーの選任 員の合議により、採択候 評価基準等
学 学 ・各系委員会委員の選任 補課題を決定。

、 、「 」技 学 研 人文・社会系委員会 ・各系委員会の進行役 合議に先立ち個別審査 下記の評定要素に着目しつつ 総合的な判断の上 Ａ Ｂ Ｃ
術 術 究 ・不採択理由の取りまとめ 各領域別専門委員会委員の選任 を行うが １課題当たり で評価、 、
・ 分 費 理工系委員会 ・中間・事後評価結果の 原則３名で行い、３名の
学 科 補 取りまとめ 領域代表者及び学術調査官から うち２名は領域外の者と ①研究目的は具体的かつ明確に設定されているか
術 会 助 生物系委員会 ・領域全体の会議、シンポ 推薦された者の中から、委員会の している。 ②研究計画及び研究方法は独創的なものであるか。
審 金 ジウムへの出席 委員数の約２／３が領域外の者と ③当該研究領域の推進に十分な貢献が期待できるか。
議 審 なるよう配置。 ④研究計画は十分に練られ、その進め方が着実なものとなってい
会 査 （公募研究課題） （公募研究課題） 選任は、学術研究助成課、学術 るか。等

部 ・各領域別専門委員会委員 調査官が行う。
会 特定領域委員会 の候補者の推薦及び選考 任期は、領域設定期間内で領域

・各領域別専門委員会の進 により異なり、２～５年 ○新規課題の採択率（平成１４年度）
各領域別専門委員会 行役 申請数 採択数 採択率

14 31 7,448 2,460 33.0(平 ､ 専門委員会) 特定領域研究
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評価基準評価基準評価基準評価基準
　総合評価　　　
　　以下の個別評価に基づき、総合的に判断　

項目評価
　　①戦略目標、研究領域の趣旨に合致しているか
　　②先導性、独創性
　　③研究提案の国際的水準
　　④新しい科学技術に対するインパクト
　　⑤新産業の創出
　　⑥研究代表者の実績
　　⑦研究計画の妥当性
　　⑧その他

　　ＪＳＴ事務局　　　　ＪＳＴ事務局　　　　ＪＳＴ事務局　　　　ＪＳＴ事務局　　

戦略的創造研究推進事業の研究課題審査システム(科学技術事業団：ＪＳＴ)

研究統括研究統括研究統括研究統括

領域アドバイザー領域アドバイザー領域アドバイザー領域アドバイザー
（６～８名）（６～８名）（６～８名）（６～８名）

○　研究統括、領域アドバイザーが
一同に会し、各人が持ち寄った
評価結果を基に総合的に議論し、
面接対象者を選考

　　　　　　　　予定採択課題数の２～３倍まで予定採択課題数の２～３倍まで予定採択課題数の２～３倍まで予定採択課題数の２～３倍まで
　　絞り込み。絞り込み。絞り込み。絞り込み。

　

研研研研
究究究究
課課課課
題題題題
のののの
決決決決
定定定定

年１回年１回年１回年１回
全ての領域について全ての領域について全ての領域について全ての領域について

同時に募集同時に募集同時に募集同時に募集
（６月下旬～８月下旬）（６月下旬～８月下旬）（６月下旬～８月下旬）（６月下旬～８月下旬）

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理
申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け

研究統括研究統括研究統括研究統括研究統括研究統括研究統括研究統括と領域アドバイザーと領域アドバイザーと領域アドバイザーと領域アドバイザーと領域アドバイザーと領域アドバイザーと領域アドバイザーと領域アドバイザー(任期：領域の発足から終了まで)

研究統括研究統括研究統括研究統括
要件

・先見性、洞察力を有していること

・公平無私であること

・優れた研究業績をあげられ研究
　者から尊敬されていることなど

役割

・研究領域の課題の事前・中間・

事後評価の責任者

・領域アドバイザーの選任

・毎年のレビュー

・評価結果の資金配分への反映

・研究進捗状況の把握、助言等

領域アドバイザー領域アドバイザー領域アドバイザー領域アドバイザー

要件

・高い専門性を有すこと

・公平無私であること

・豊かな経験をもつ研究者または　

　第一線で活躍する研究者

・専門性や所属機関のバランスを考　
　慮して専任

役割

・研究領域の課題の事前評価

・中間・事後評価

・研究者への助言等

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者不採択者不採択者不採択者を含むを含むを含むを含む

相談、質問、確認、不服等

問い合わせへの対応

ＪＳＴ内窓口ＪＳＴ内窓口ＪＳＴ内窓口ＪＳＴ内窓口

○　面接対象者は自らの研究
構想、研究実施体制等に
ついて研究統括及び領域
アドバイザーに対し、プレ
ゼンテーションを行い、そ
の後質疑応答。

○　全面接対象者の面接が
終了後、研究統括及び領
域アドバイザーによる議論
を行い、採択候補者を選考。

　　

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

年次報告書年次報告書年次報告書年次報告書

１　 ２ 　３　 ４　 ５
年　年 年 年 年

中間・事後評価中間・事後評価中間・事後評価中間・事後評価

　　　　研究統括及び領域アドバイ
ザー等の有識者による評価

○研究開始後３年目を目　
　途に中間評価、研究終　
　了時に事後評価を実施
○中間評価の結果は以降　
の資金配分に反映。

継続課題継続課題継続課題継続課題

最終報告書

審査結果を主な評価内容（不採審査結果を主な評価内容（不採審査結果を主な評価内容（不採審査結果を主な評価内容（不採
択理由を含む）とともに通知択理由を含む）とともに通知択理由を含む）とともに通知択理由を含む）とともに通知

○　　　　研究統括が、すべての
提案書書類を読み、領域
アドバイザーの専門性・
所属機関等を考慮して提
案書類を振り分ける。

　　（１提案につき２名以上）

　　　　

書面審査書面審査書面審査書面審査

1次次次次評価評価評価評価

領域アドバイザーによる評価が領域アドバイザーによる評価が領域アドバイザーによる評価が領域アドバイザーによる評価が
高いもの３０件高いもの３０件高いもの３０件高いもの３０件程度／半日程度／半日程度／半日程度／半日

　評価者
　　研究統括　　　　 １人
　　領域アドバイザー

６～８人

　評価者
　　研究統括　　　　 １人
　　領域アドバイザー

　　　　　　　　　　６～８人

他府省の競争
的資金との重
複を排除

審査結果を主な評価内容（不採審査結果を主な評価内容（不採審査結果を主な評価内容（不採審査結果を主な評価内容（不採
択理由を含む）とともに通知択理由を含む）とともに通知択理由を含む）とともに通知択理由を含む）とともに通知

追跡調査追跡調査追跡調査追跡調査

○研究成果の発
展状況や活用状
況、参加研究者
の活動状況等に
ついて調査

評価評価評価評価(RENEWAL)
外部評価者複数名

○研究者から継続申請のため　
　の提案書を提出。
○別途もうけた評価委員会に

より、今後更なる発展が期待
　できるものについては一定期

　　間の発展継続研究を実施。

継続の仕組みについて検討予定継続の仕組みについて検討予定継続の仕組みについて検討予定継続の仕組みについて検討予定

採択率採択率採択率採択率(2001年度年度年度年度)

　
　　　　7.5%7.5%7.5%7.5%45454545600600600600

（９領域）（９領域）（９領域）（９領域）

採択率採択率採択率採択率採択数採択数採択数採択数申請数申請数申請数申請数

CREST

PRESTO

事業名事業名事業名事業名

新規新規新規新規

平成１４年度よりＪＳＴの基礎研究事業を戦略目標の下に
再編成し、戦略的創造研究推進事業として実施

継続継続継続継続 SORST

審査過程では、申請
者と師弟関係等にあ
る評価者が評価に関
わらないよう配慮し、
公正性を確保。

44444444 15151515 34.1%34.1%34.1%34.1%

1553155315531553
（１５領域）（１５領域）（１５領域）（１５領域）

145145145145 9.3%9.3%9.3%9.3%

申請書
募集の際、募集の際、募集の際、募集の際、研究総研究総研究総研究総
括括括括よりよりよりより領域の概要、領域の概要、領域の概要、領域の概要、
募集・選考にあたっ募集・選考にあたっ募集・選考にあたっ募集・選考にあたっ
ての考え方ての考え方ての考え方ての考え方を提示を提示を提示を提示

　　シンポジウム、
年報、終了報告書

公表公表公表公表

○各領域アドバイザーは、担当する提案書　
　類について評価書類を作成

面接審査面接審査面接審査面接審査

２次評価　　　　　　　２次評価　　　　　　　２次評価　　　　　　　２次評価　　　　　　　
１０～１０～１０～１０～１２件／１２件／１２件／１２件／１日１日１日１日

ＪＳＴからの提案に基づき、ＪＳＴの
新技術審議会に置く評価委員会にて選任。

研究統括による研究マネジメント及び評価
（年数回の資源配分）

９ 文部科学省　研究振興局・基礎基盤研究課　



○　各評価者は各課題毎に評価し、４段階に採点を行う。コ
メントも付す。

評価基準評価基準評価基準評価基準
　１．総合評点

　　　以下の評定要素に着目しつつ、総合的な判断の上、評
点(判定できない場合を含む)を付ける。

　２．評定要素

　　　・研究の内容

　　　・研究の必要性

　　　・計画の妥当性

　　　・研究体制の妥当性

　 等について、各プログラム毎に評価基準、評価項目を設

定し、審査部会にて確認。

　　年１回
２月～４月

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理

各ＷＧ等の各委員が提案
書の内容を審査
　

書面審査（約１ヶ月）書面審査（約１ヶ月）書面審査（約１ヶ月）書面審査（約１ヶ月）

科学技術振興調整費の審査システム（文部科学省）

○　第一段審査の評価者 の評点が記
載された資 料を用い、特に第一段
審査の総合評点に重点を置きつつ、

総合的に評価する。

○　採択課題及び配分額の決定。

○　科学技術振興調整費審査部会及び研究　　
評価部会は科学技術・学術審議会の委員、　　
臨時委員により構成され、その構成員は研究　
計画・評価分科会長が指名。

○　部会の下に設置されるＷＧは、科学技術・　
学術審議会の委員、臨時委員及び専門委員　に
より構成され、その構成員は部会長が指名　す
る。

○　臨時委員、専門員等は、学識経験のある　　
者のうちから、文部科学大臣が任命する。

研研研研
究究究究
費費費費
交交交交
付付付付

審査結果を通知

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者を含む不採択者を含む不採択者を含む不採択者を含む

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

１　 ２ 　３　 ４　 ５

年　年 年 　年　年

成果報告書（毎年）

対象プログラム 申請数 採択数 採択率
108 2 1.9
168 66 39.3
74 6 8.1
643 24 3.7
34 7 20.6
93 8 8.6

先導的研究等の推進

新興分野人材養成

我が国の国際的ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの確保

平成１３年度科学技術振興調整費新規課題等

戦略的研究拠点育成

若手任期付き研究員支援

科学技術政策提言

評価者の選任

総合科学技術会議が毎年度「科総合科学技術会議が毎年度「科総合科学技術会議が毎年度「科総合科学技術会議が毎年度「科
学技術振興調整費の配分の基学技術振興調整費の配分の基学技術振興調整費の配分の基学技術振興調整費の配分の基
本的考え方」を決定本的考え方」を決定本的考え方」を決定本的考え方」を決定

文部科学省　事務局文部科学省　事務局文部科学省　事務局文部科学省　事務局

中間及び事後評価の実施中間及び事後評価の実施中間及び事後評価の実施中間及び事後評価の実施
○中間評価：プログラム毎に予め定められた○中間評価：プログラム毎に予め定められた○中間評価：プログラム毎に予め定められた○中間評価：プログラム毎に予め定められた
　　　　　　　時期（３年間等）に実施　　　　　　　時期（３年間等）に実施　　　　　　　時期（３年間等）に実施　　　　　　　時期（３年間等）に実施
　　　　　　　今後の研究の進め方（継続、見直し、終　　　　　　　　今後の研究の進め方（継続、見直し、終　　　　　　　　今後の研究の進め方（継続、見直し、終　　　　　　　　今後の研究の進め方（継続、見直し、終　
　　　　　　　了）を評価　　　　　　　　了）を評価　　　　　　　　了）を評価　　　　　　　　了）を評価　
○事後評価：当該実施課題等終了の翌年度に実施○事後評価：当該実施課題等終了の翌年度に実施○事後評価：当該実施課題等終了の翌年度に実施○事後評価：当該実施課題等終了の翌年度に実施

【評価者】 （H13実績）
各ＷＧ委員：１００名
物質・材料ＷＧ、遺伝子・ゲノムＷＧ、
細胞・生体システムＷＧ、脳研究ＷＧ、健康・医療ＷＧ、
生物生産ｼｽﾃﾑＷＧ、地球・環境ＷＧ、基礎・基盤ＷＧ、
地震・防災ＷＧ、開放融合・COE育成ＷＧ、Spring-8ＷＧ

科学技術・学術審議会研究・評価分科会
科学技術振興調整費審査部会及びその下
に設置される各ＷＧの各委員に提案書が
送付される。

【評価者】 （H13実績）
審査部会員：１８名
各ＷＧ委員：１０７名
戦略拠点育成ＷＧ、政策提言ＷＧ、　　
物質・材料ＷＧ、ライフサイエンスＷＧ、
情報・通信ＷＧ、地球・環境ＷＧ、
エネルギー・社会基盤等ＷＧ、　　　
ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽＷＧ、
基盤的ソフトウェアＷＧ、国際ＷＧ
　

ＷＧにおける審査ＷＧにおける審査ＷＧにおける審査ＷＧにおける審査

１回目 ２回目

書面審査の結書面審査の結書面審査の結書面審査の結
果をもとに、ヒ果をもとに、ヒ果をもとに、ヒ果をもとに、ヒ
アリング実施課アリング実施課アリング実施課アリング実施課
題等の絞り込題等の絞り込題等の絞り込題等の絞り込
みみみみ

ヒアリング審査ヒアリング審査ヒアリング審査ヒアリング審査
を実施し、採択を実施し、採択を実施し、採択を実施し、採択
課題候補リスト課題候補リスト課題候補リスト課題候補リスト
を作成を作成を作成を作成

最終成果報告書

プログラム評価（中間プログラム評価（中間プログラム評価（中間プログラム評価（中間
及び事後）へ反映及び事後）へ反映及び事後）へ反映及び事後）へ反映
（プログラム評価は総（プログラム評価は総（プログラム評価は総（プログラム評価は総
合科学技術会議が実合科学技術会議が実合科学技術会議が実合科学技術会議が実
施）施）施）施）

審審審審
査査査査
部部部部
会会会会
にににに
よよよよ
るるるる
課課課課
題題題題
等等等等
のののの
選選選選
定定定定

審査結果等につ審査結果等につ審査結果等につ審査結果等につ
いて、総合科学技いて、総合科学技いて、総合科学技いて、総合科学技
術会議が確認術会議が確認術会議が確認術会議が確認

研究評価部会

科学技術振興調整費新規課題等の審査体制

科学技術・学術審議会

研究計画・評価分科会

科学技術振興調整費審査部会

：科学技術振興調整費の配分のための審
査に係る調査審議を実施。

：科学技術振興調整費により実施した課題
等の中間・事後評価、研究評価の在り方の
検討及び研究開発プロジェクトの評価に関
する調査審議を実施。

総合科学技術会議が毎年度「科総合科学技術会議が毎年度「科総合科学技術会議が毎年度「科総合科学技術会議が毎年度「科
学技術振興調整費の配分方針」学技術振興調整費の配分方針」学技術振興調整費の配分方針」学技術振興調整費の配分方針」
を決定を決定を決定を決定

文文文文
部部部部
科科科科
学学学学
省省省省
にににに
よよよよ
るるるる
課課課課
題題題題
等等等等
のののの
決決決決
定定定定

利害関係者の排除

　○研究運営委員会

　　　科学技術振興調整費により実施する課
題については、各課題毎に研究経験者等
の外部有識者から構成される（研究代表
者等も含む）研究運営委員会等を設置。
当該委員会では、研究課題の円滑な推進
を図るため、研究の厳密な運営管理に必
要な連絡調整を行うこととしており、プロジェ
クトの実施期間中、継続的に運営すること
で、一貫した恒常的な責任体制を確保し
ている。

○　審査要領において、評価　
者が提案者の利害関係者　　
である場合は、審査に加わるこ
とができない旨、既定。

文部科学省　科学技術・学術政策局調査調整課１０



産学官連携イノベーション創出事業費補助金（独創的革新技術開発研究提案公募制度）のグラント審査システム（文部科学省）

評　価　基　準　評　価　基　準　評　価　基　準　評　価　基　準　
【科学的・技術的観点】　革新性の高い独創的な技術開発に関する研究であって、最終

的な目標の設定が可能であるとともに、その実現が見込める技術的可能性が高いも
のであること。

【社会的・経済的観点】　　技術開発に関する研究の内容が、我が国の直面する課題の
解決にとって、実用的な意義が大きいものであり、かつ、国民生活・産業への波及効
果が具体的に想定されるものであること。

【申請経費の妥当性・研究実施体制等】

研研研研
究究究究
費費費費
交交交交
付付付付

研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理研究申請書受理
年１回年１回年１回年１回

２月～３月２月～３月２月～３月２月～３月

第２次審査第２次審査第２次審査第２次審査
（ヒアリング審査）（ヒアリング審査）（ヒアリング審査）（ヒアリング審査）

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

状況報告書
実績報告書
研究報告書

１ 　 ２ 　３
年　年　年

革新技術活性化委員会革新技術活性化委員会革新技術活性化委員会革新技術活性化委員会が進捗状が進捗状が進捗状が進捗状
況の把握・評価。必要がれば、研況の把握・評価。必要がれば、研況の把握・評価。必要がれば、研況の把握・評価。必要がれば、研
究の変更、縮小、中止を決定。究の変更、縮小、中止を決定。究の変更、縮小、中止を決定。究の変更、縮小、中止を決定。

総合研究報告書

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ評ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ評ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ評ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ評
価に反映価に反映価に反映価に反映

審査結果の通知審査結果の通知審査結果の通知審査結果の通知
評価者コメントを
付して通知

研究申請者研究申請者研究申請者研究申請者
不採択者不採択者不採択者不採択者を含むを含むを含むを含む

第１次審査第１次審査第１次審査第１次審査
（書面審査）（書面審査）（書面審査）（書面審査）

【審査・フォロ-アップ部会】

評価者は評価者は評価者は評価者は当該技術に関す
る専門的知識を有する学識
経験者、産業界、ベンチャー
等の有識者。

評価者は、各課題ごとに評
価し、４段階に採点を行う。
コメントも付す。

評価者は、１人当たり１課
題以内で特別推薦をするこ
とができる。

事　後　評　価事　後　評　価事　後　評　価事　後　評　価

　【 評価部会→

革新技術活性化委員会】
研究終了後翌年度に、研究成
果報告会を開催し、成果の実用
化状況などについて把握。

他府省の競争的資
金との重複を排除

形式審査形式審査形式審査形式審査
申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け

最終審査最終審査最終審査最終審査
（合議審査）（合議審査）（合議審査）（合議審査）

【審査・フォロ-アップ部会】

利害関係のある申請者の
場合は、その都度退出。

評価者は、各課題ごとに評
価し、４段階に採点を行う。
コメントも付す。

研究開発型課題と調査研
究型課題の採択候補課題
を選定。

第１次審査の評価者の評
価は参考。

　　　 　フフフフ ォォォォ ロロロロ ーーーー アアアア ッッッッ ププププ

【 フォローアップ担当委員】

採択課題ごとにフォローアップ担当委員を１名置き、
研究開発期間中、研究の所期の目的を達成できる
ように、研究上の適切な指導・助言等（現地調査を
含む。）を実施。

【革新技術活性化委員会】

第２次審査の評価者の評
点及びコメントが記載され
た資料を用い、総合的に
評価。

採択課題及び配分額を決
定。

利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除利害関係者の排除　　　　　　　　　　　　　　　
審査要領において、評価者が申請者の利
害関係者である場合は、審査に加わるこ
とができない旨規定。

独創的革新技術開発研究提案公募制度独創的革新技術開発研究提案公募制度独創的革新技術開発研究提案公募制度独創的革新技術開発研究提案公募制度

評価体制評価体制評価体制評価体制

革新技術活性化委員会

（文部科学省に設置）　　　　

審査・フォローアップ部会　　　評価部会

フォローアップ担当委員

公募の要件等を全て満
たすものかを審査。

利害関係の申し出があっ
た評価者は、当該課題
の審査から外す。

課題毎の５名の評価者
を選定。

研
究
成
果
報
告
会

の
開
催

中　間　評　価中　間　評　価中　間　評　価中　間　評　価
　
　【 評価部会→

革新技術活性化委員会】
第２年目にﾊﾟﾈﾙﾚﾋﾞｭｰ方式によ
る評価を実施。

平成13年度採択率

　　

　

申請者数 採択者数 採択率

６３３件 ２８件 ２２．６倍

【革新技術活性化委員会】

「独創的革新技術開発研
究提案公募制度」の評価
方針を決定

文部科学省　科学技術・学術政策局調査調整課11



　　産学官連携イノベーション創出事業費補助金（大学等発ベンチャー創出支援制度　審査システム）（文部科学省）

　 年１回

　　　　　　　　分野毎（ライフサイ
エンス、IT、ナノテク

ノロジー・材料、環境、
その他）に　評価者
を選任

申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け申請書の振分け

合議審査合議審査合議審査合議審査

２次審査２次審査２次審査２次審査
評価委員会１５～２０名

約100件

分野毎（ライフサイエンス、IT、ナノテ

クノロジー・材料、環境）に関する専門
家及び技術の市場性等について専
門的知見を持つ者で構成

評価者（文部科学省が選任。提案者

の利害関係者は除外）

　【技術評価】

　当該技術に関する専門的知識を

　有する学識経験者等

　【マネジメント評価】

　当該技術に関する実用化面の

　専門的知見を有する学識経験者、

　産業界、ベンチャーの有識者。

　　　

　　総合ランクを決定し、最終採択総合ランクを決定し、最終採択総合ランクを決定し、最終採択総合ランクを決定し、最終採択

　　課題数の約２倍まで絞り込み。　　課題数の約２倍まで絞り込み。　　課題数の約２倍まで絞り込み。　　課題数の約２倍まで絞り込み。評価基準評価基準評価基準評価基準
(1)技術評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　①技術の新規性及び優位性　　

　②研究開発計画の妥当性　　等　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　

(2)産業応用化評価

　①新規事業創出の効果

　②起業の可能性・起業までの業務計画の妥当性　等

書面審査書面審査書面審査書面審査

1次審査次審査次審査次審査

申請者申請者申請者申請者

研研研研
究究究究
開開開開
発発発発
のののの
実実実実
施施施施

研究成果
報告書

１　　 ２　 　３

年　　年 　 年

文部科学省事務局文部科学省事務局文部科学省事務局文部科学省事務局

評価者（分野毎）
技術評価　　　２～４人
マネジメント評価　２～４人

約２倍
まで絞
り込む

　外部評価者複数名

①進捗状況報告及び　
自己評価を提出。

②場合によっては、技術・
　　及びマネジメントに　　
　関する専門家がヒア　　
リングを実施

　　　　
　　　　

　　　　

中間評価中間評価中間評価中間評価(１・２年目)

申請書研究受理申請書研究受理申請書研究受理申請書研究受理

他府省の競争
的資金との重
複を排除

事後評価及び追跡調査事後評価及び追跡調査事後評価及び追跡調査事後評価及び追跡調査

　　外部評価者複数名

　終了後５年間、起業後
の収支状況などについて
把握。

質問、確認等

問い合わせへの対応文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省
事務局事務局事務局事務局

研究成果報告書

研研研研
究究究究
成成成成
果果果果
報報報報
告告告告
会会会会
のののの
開開開開
催催催催

２次評価の評価者は、絞
り込まれた申請書の一次
評価の結果を踏まえて、
評価委員会の前に個別
に評価を実施。

研研研研
究究究究
費費費費
交交交交
付付付付
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